
徳島県：外国人介護人材研修
（技能実習・特定技能向け）

25.01.09
県は介護現場の受入れと定着を目的に、

技能実習・特定技能等の外国人を対象とした研修を案内。

日本語でのコミュニケーションや介護基本、

生活・文化理解などを含む実務的な内容。

参加条件や申込方法、開催日程を公開し、

事業所の担当者向けの説明資料も掲載。

職場のOJTと連動し、早期戦力化を後押しする。

地域の介護人材確保と質の向上を狙う施策だ。

https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/kenko/k
oreishafukushi/7244621/



広沢自動車学校：
ベトナム大手教習所と戦略協定（特定技能ドライバー）

25.03.03
同校はベトナム大手教習所と戦略協定を締結。

自動車運送分野の特定技能に対応した、

人材育成と受入れ支援の仕組みを整える。

現地での基礎教育と来日後の技能定着を連携し、

企業の運転者不足解消に寄与する狙い。

安全教育・日本の交通法規の理解も重視。

企業・自治体と連携した研修モデルを示し、

地域物流の維持に資する取り組みだ。

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000009.000067972
.html



徳島大学：留学生受入促進プログラム
（奨学金）募集案内

25.04.09

JASSO系の奨学金枠を活用し、

留学生の受入れを後押しするプログラムを告知。

応募資格、提出書類、スケジュールを提示し、

学内の相談窓口を明記した。

家計・成績要件や在留上の注意点にも触れ、

公平性と透明性を確保する内容。

採用後は学修・生活の両面で支援を行い、

地域就職や進学にもつなげる。

https://www.isc.tokushima-u.ac.jp/scholarship/17011/



テトラ・シフト：
特定技能（自動車運送） eラーニング教材を発売

25.05.27

特定技能『自動車運送業』向けの教材を提供。

運転基礎、法令知識、安全確認などを網羅。

多言語対応のeラーニングで学習を支援し、

ドライバー採用から定着までの負担軽減を図る。

テスト機能や管理画面で進捗可視化が可能。

企業内研修や受入直後の教育に適用でき、

法令遵守と事故防止の実効性向上を目指す。

導入方法・価格・問い合わせ先をリリースで案内。

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000018.000044326
.html



徳島大学：外国人留学生奨学金の授与式を開催
25.06.04

大学は6月初旬、外国人留学生に対する

奨学金の授与式を学内で実施した。

採用学生の学修意欲を称え、

指導教員・事務局も同席して激励。

生活・学修支援の一体運用を確認し、

地域社会との交流機会の提供も表明。

留学生の活躍を可視化し、

受入れ拡大へつなげる発信となった。

https://www.tokushima-u.ac.jp/information/international
_exchange/



徳島労働局： 6月は『外国人雇用啓発月間』です
25.05.30

労働局は6月を啓発月間として、

企業向けに適正雇用の周知を行う。

届出の義務や雇用管理の留意点を案内し、

相談窓口やセミナー開催を告知。

在留資格と就業内容の適合確認を促す。

多言語リーフレットで情報提供を強化し、

企業・支援機関との連携を呼びかける。

不適正事案の防止と定着支援を目指す施策だ。

https://jsite.mhlw.go.jp/tokushima-roudoukyoku/2025_1.
html



厚労省・入管庁：監理団体処分
（徳島県藍協同組合の許可取消し）

25.03.25

厚労省・入管庁は、監理団体に対する処分を公表。

『徳島県藍協同組合』の許可を取り消した。

監理不適正などの事実を認定し、

技能実習制度の適正化を徹底する方針。

再発防止へ監督強化と情報公開を進める。

受入企業は代替の監理団体の確保が必要で、

実習生の保護と就労継続に留意が求められる。

制度運用の信頼性回復を狙う措置だ。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_55450.html



朝日：徳島の外国人労働者が過去最多（ 6,452人）
25.04.16

県内の外国人労働者数が6,452人と過去最多に。

人手不足の製造・サービスが増加を牽引した。

在留資格は技能実習・特定技能が伸び、

受入れ拡大と定着支援が課題と指摘。

企業・自治体の支援策が広がる一方で、

日本語学習や住まい支援の需要も高まる。

労働局統計や県の施策に言及し、

地域経済の担い手としての存在感を示した。

https://www.asahi.com/articles/AST4H41LVT4HOXIE032M
.html


